
県教委｢模試監督料と通常の賃金
(1単位35週分)は別もの｣と説明
県教委は、４月２４日付けで「模擬試験の実施に係る非常勤講師の活用につい

て」を発しました。県教委は、2011年５月に、業者模試を公務として扱うことを
容認した通知の中で、非常勤講師の活用について述べたものを具体化したもの、
職場の多忙化解消策の１つとなる、旨の説明を５月２９日に高教組にしました。

各校予算６万７千円では、多忙化解消にはならない
県教委は、模試監督等にあたって、年間で６万７千円と監

督をした日の通勤手当を別途予算化しています。民間業者の
業務に従事に、公費を充てることは問題ですが、その課題は
後述するとして、この予算のみで非常勤講師の方に監督を任
せて、３年生の学年教員の勤務がさほど軽減される訳ではあ
りません。
左は、４月から改訂された非常勤講師の報酬額、下表はＢ

社７月模試の時間です。模試の時間は、生徒数や学校の状況
で異なりますが、仮にこの模試時間で監督をお願いすると、
27,910円となり、３クラスで監督をお願いすると予算を超え
てしまいます。多忙化解消は、単に聞こえの良い口実にすぎ
ません。一般職（正規・常勤）には、模試の公務化で、代休

等を認めていますが、現状取
れない状況です。

非常勤講師の賃金（１単位３５
週分)がまず支給されるべき

県教委は、今回の模試に際しての賃金
は、１単位３５週とは別のものと、高教
組には説明しています。まずは、非常勤
講師の通常の賃金（１単位３５週分）が
年間を通じて確保された計画が練られた

上で、模試監督はそれとは別途のものと
して支給されるべきです。すでに各校で、
１年間の予定等を勘案して、非常勤講師
の勤務予定日を作成し、お知らせしてい
るかと思いますが、「模試監督をしたのだ
から、監督時間を含めて３５週分の支給
をした」という管理職がいれば、高教組
にお知らせください。
模試監督にあたっては、通常業務以外

高教組ＨＰにもＵＰしています「兵庫高教組」検索

ですので、非常勤講師が監督を強制され
ることはありません。また勤務した際は
公務扱いとなりますので、万一の時は公
務災害の適用です。
今回の模試監督問題とは異なる話題と

なりますが、高教組には、この３５週が
確保されていないという訴えがしばしば
寄せられています。また、一方で、テス
ト作成や採点、提出物の確認等で、生徒
に丁寧な指導をしようとすれば、１単位
３５週分では不足するという声もあり、
今回の公費の支出には疑問の声もあがっ
ています。

本来業者模試の
監督等は業者がすべきこと

2011年、県教委は県立高等学校が利用
する業者模試の監督等の業務を公務であ
るとみなす通知を出しました。その理由
は、「営利企業等従事」と見なして申請・
許可により週休日に実施するというやり
方が、「社会通念上理解を得ることは困
難」であるからとしています。この点に
関しては、「監督等の業務は地方公務員法
第38条違反であり営利企業等従事許可を
行ってもその違法性を免れることはでき
ない」と高教組が従来から指摘してきた
ことであり、県教委がそれを放置してき
たことは厳しく批判されるべきです。
本来業者模試に係る業務は業者に行わ

せれば何の問題もなく解決できるはずで

す。それを業者に求めることなく、すま
せてきたことに最大の問題があります。
「営利事業等従事」と方法でごまかし、
それが耐えられないとなると「教職員の
公務である」というさらなる誤りを押し
付けてきました。その結果、地公法違反
の公金支出であるとの監査請求が認めら
れ賃金カットされる可能性も否定できな
いという問題が、公費を支払うという形
で表面化しているため、以前にも増して
強まってきました。
大学受験に係る進路指導を業者模試に

頼らざるを得ない状況は、日本の教育制
度や社会のあり方にまで還元される問題
であり、一足飛びには解決できません。
しかし業者模試の監督等の業務が「教職
員の公務である」とは、社会通念上認め
がたいことであり、今回は、非常勤講師
を公費で賄うことで、一層、問題を大き
くさせることとなっています。
本来民間企業の業者模試の監督等は業

者がすべきことです。例えば、学校を会
場として業者に貸し出し、そこで業者が
監督を一般にアルバイト等で応募する、
という方法も可能なわけです。学生時代
に模試監督のアルバイトを経験した職員
もおられると思います。県教委が、業者
模試は業者で、との施策をとれば、解決
する問題です。

高教組は今回の県教委通知に対して、
以下の要求書をあげています。

１．今後、賃金等勤務条件に関わることは事前に高教組と交渉をすること。
２．民間業者の模試等を公務の扱いとした平成23年5月13日付け教教第1249号、教高第120
7号の通知は、公務員の職務専念義務に違反するものと考える。模試実施にあたっては、
一般職、特別職に関わらず、公務員を用いずに業者に責任を持って実施させるように検
討し、直すこと。
３．非常勤講師の報酬は、従来通り１単位あたり３５週分の予算を確保し、通常の業務の
なかで支給すること。仮に業者模試を平成29年4月24日付け事務連絡にあるように実施
するにしても、非常勤講師には３５週分の予算とは別枠で支給し、そのことを、各校に
周知徹底をすること。また週休日および休日の出勤には別途、休日手当を支給すること。
４．非常勤講師が模試監督に当たる際は、強制せず本人の了承を得ること。
５．非常勤講師の勤務をする日以外に実施する際は、通勤旅費の支給を行い、公務災害の

適用となることを周知徹底すること。
６．業者模試の在り方と超過勤務の削減について、今後、高教組と交渉の場を設定するこ
と。 以上


